
財政状況等一覧表（平成１９年度）

総務省の様式を基本に、羽村市独自に作成しています。

（単位：千円）

団体名　　羽村市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

12,040,387 0 517,663 12,558,050

１．一般会計等の財政状況
 （単位：千円）

一 般 会 計 19,306,016 18,960,707 345,309 303,938 166,580 11,863,182 11,863,182

羽村駅西口土地区画整理事業会計 348,002 290,884 57,118 57,118 201,347 955,816 955,816

合 計 19,654,018 19,251,591 402,427 361,056 12,818,998 12,818,998 【A】

（純計控除） △ 243,199 △ 243,199 0 0 0 0

一 般 会 計 等 19,410,819 19,008,392 402,427 361,056 12,818,998 12,818,998

（注）　「純計控除」は、各会計間の重複した歳入歳出額等について調整したものである。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：千円）

国民健康保険事業会計 5,200,027 5,193,362 6,665 6,665 734,941 - -

老 人 保 健 医 療 会 計 2,671,611 2,671,007 604 604 202,958 - -

介 護 保 険 事 業 会 計 2,124,189 2,044,772 79,417 79,417 368,159 14,318 -

下 水 道 事 業 会 計 3,006,280 2,963,770 42,510 42,510 911,384 9,491,877 5,970,390

水 道 事 業 会 計 1,019,034 962,587 56,447 809,249 2,539 6,062,994 30,314 法適用

公 営 企 業 会 計 等 計 938,445 15,569,189 6,000,704 【B】

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。

　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。

　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

　　　　　５．千円単位で四捨五入しているため、端数処理により決算額と一致しない場合がある。

28,388,187 18,819,702 　【A】＋【B】　　１＋２の地方債現在高及び一般会計等繰入見込額の合計（一般会計等及び公営企業会計等）
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３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：千円）

西 多 摩 衛 生 組 合 4,086,233 3,735,738 350,495 350,495 - 8,455,524 1,648,827

羽 村 ・ 瑞 穂地区学校給食組合 389,669 380,202 9,467 9,467 - - -

瑞 穂 斎 場 組 合 434,176 409,129 25,047 25,047 - 1,873,089 294,075

東 京 都 市 町 村 職 員
退 職 手 当 組 合

10,349,418 9,988,110 361,308 361,308 3,002,974 - -

東京都市町村議会議員
公 務 災 害 補 償 等 組 合

5,757 3,508 2,249 2,249 - - -

東京たま広域資源循環組合 10,888,262 10,202,283 685,979 685,979 244,441 26,783,955 455,327

東京市町村総合事務組合
（ 一 般 会 計 ）

1,116,376 1,048,655 67,721 67,721 28,678 - -

東京市町村総合事務組合
（交通災害共済事業特別会計）

558,611 433,534 125,077 125,077 100,000 - -

福 生 病 院 組 合 4,114,360 4,366,490 △ 252,130 1,207,640 - 9,005,997 2,386,589 法適用

東 京 都 後 期 高 齢 者
医 療 広 域 連 合

3,425,747 3,325,674 100,073 100,073 - - -

青梅、羽村地区工業用水道企業団 88,922 88,861 61 218,378 - 341,925 - 法適用

一 部 事 務 組 合 等 計 3,153,434 46,460,490 4,784,818 【C】

23,604,520

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：千円）

羽 村 市 土 地 開 発 公 社 △ 119 10,963 10,000 3,043 - 216,306 216,306 -

㈱ コ ナ モ ー レ 1,568 103,009 37,200 - - - - -

地方公社・第三セクター等　計 47,200 3,043 - 216,306 216,306 - 【D】

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

23,820,826

５．充当可能基金の状況
（単位：千円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 2,503,305

減 債 基 金 2,120

その他充当可能基金 3,080,618

充当可能基金 計 5,586,043

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 5.16 2.87 △ 2.29 △ 12.99 △ 20.00 80.6

連結実質赤字比率 10.34 △ 17.99 △ 40.00 3.6

実 質 公 債 費 比 率 10.6 5.1 △ 5.5 25.0 35.0 -

将 来 負 担 比 率 9.4 350.0 -

財 政 力 指 数 1.10 1.14 0.04 -

経 常 収 支 比 率 93.3 95.5 2.2 -

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。

　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 20％である（公営競技は0％）。

　【A】＋【B】＋【C】

　　１＋２＋３＋４の一般会計等繰入見込額の合計（一般会計等＋公営企業会計等＋一部事務組合等＋地方公社・第三セクター等） 　【A】＋【B】＋【C】＋【D】
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